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世界経済の成長に伴う海上輸送や海洋開発市場の拡大を取り込むため、IoT技術等の活用、技術
者の育成、技術開発の支援等により、海事産業のイノベーションや国際競争力の強化を戦略的に
推進

海の日を活用した海事振興、地域経済を支える造船業における人材の確保・育成、海洋観光
の推進による地域の振興

海事分野での輸送の安全の確保や、スマートフォンを活用した小型船舶の衝突事故防止対策

優秀な船員の安定的な確保・育成

離島航路の確保維持等による地域の活性化

予算の重点施策

一般会計総額 103.9 億円（対前年度倍率 0.98倍）

Ⅰ．海事局関係予算の概要

１．平成２８年度予算のポイント

①

③

②

④

⑤

海事局行政経費 29.0 億円（ 1.00倍）

独立行政法人経費 74.9 億円 ( 0.98倍)

・先進安全船舶の開発推進（新規） ７０百万円

・船舶の高度性能評価システムの構築（新規） １３７百万円

・海洋産業の戦略的振興のための総合対策 ８１１百万円

・洋上ＬＮＧ受入施設の国内事業化 １１０百万円

・海洋エネルギー活用・水素社会実現に向けた安全・環境対策 ５５百万円

・地域公共交通確保維持改善事業 ２２９億円の内数

主な予算項目

＜関連事項＞

・スマートフォンを活用した小型船舶の衝突事故防止対策の強化（新規） ６百万円

・船舶油濁損害対策の推進 ４２百万円

・検査・監査等執行体制の強化 ７１６百万円

・海上安全規制の強化及びＩＣＴ化への対応（新規） ６百万円

・船員の確保・育成体制の強化 １４０百万円

・船員離職者職業転換等給付金 ４５百万円

・アジア地域における船員養成の支援等 ３６百万円

・船員養成施設の整備 ７９百万円

○独立行政法人経費 ７，４８５百万円

・海の日を活用した海事振興の推進（新規） １０百万円
・造船業における人材の確保・育成 ８８百万円
・船員の確保・育成体制の強化 １８５百万円

・国際連携による海洋観光の推進 １２百万円

○ 東日本大震災により被災した中小造船業等の復興支援

・基金（１５９億円：平成２５年度予算）により支援事業を推進

○ 離島航路の確保維持等による地域の活性化

○海事分野における地域振興 １１０百万円

○海事分野の安全・安心、防災対策 ８１８百万円

○船員の確保・人材の育成 ２２１百万円

※上記施策については、船員の確保・人材の育成で計上〔再掲〕

○海事産業のイノベーション推進 １，２７５百万円

※上記施策については、独立行政法人経費で計上



１.

    等
    

２.

 ３．

等

４. 船員の確保・人材の育成

等

５. その他

６. 国際機関分担金

７.

※

(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構（海事勘定　共有建造業務経理）

    うち、海洋資源開発の基盤となる技術者の育成 170 150 1.14

97(4) 洋上ＬＮＧ受入施設の国内事業化

(1) 先進安全船舶の開発推進 70 0   皆増

(2) 船舶の高度性能評価システムの構築 137 0   皆増

区　　　　　分

 対前年度

(2)（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構（運営費交付金）

1.13

　  うち、水素社会実現に向けた安全対策

(3) 海洋産業の戦略的振興のための総合対策

(5) 海上安全規制の強化及びＩＣＴ化への対応

0.98

0.98

1.13

(1) 海の日を活用した海事振興の推進

0.98

海事産業のイノベーション推進

 （１）行政経費及び独立行政法人経費    （単位：百万円）

0.84

0.82

0.75

予 算 額

（Ｂ）

0.98

海事分野の安全・安心、防災対策

(2) 船舶油濁損害対策の推進

7,485 7,651

(3) 国際連携による海洋観光の推進

  皆増

  皆減

1.06

1.01

  皆増

0.59

0.96

1.25

1.22

  皆増

0.98

21.70

1.18

(2) 船員離職者職業転換等給付金

1.00

＜義務的経費＞

2,904

(3) アジア地域における船員養成の支援等

2

36

0.55

0.74

0.37

1.76

0.91

0.97

(1) 船員の確保・育成体制の強化

  皆増

(4) 検査・監査等執行体制の強化 ※海技資格制度事務処理システムプログラムの改修を含む。

1.01

0

493

13

69

0

692

71

34

571

7,651

7,642

7,573

独立行政法人経費

                 小　計 （行政経費）

(1) 独立行政法人海技教育機構

7,485

211

6

74

54

20

110

0

200

2,901

97

・地域公共交通の確保・維持・改善の推進

　　　　うち、船員養成施設の整備

1,225

964

450

360

7,485

　　　施設整備費補助金

6

818

10,389 10,552

                 小　計 （独立行政法人経費）

 ＜関連事項＞

716

42

182

144

　離島航路の確保維持等による地域の活性化 

7,406

79

79

0

（注）※総合政策局との連携施策

　　　運営費交付金

0

8

0.98

 （２）財政投融資計画等総括表 （単位：百万円）

                 一般会計 　合　　計

229億円
の内数

290億円
の内数

資 金 内 訳
財政投融資 自己資金等との合計

区　　　分
２８年度 前年度 ２８年度 前年度 倍率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ） （Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）

18,700 0.66 60,752 116,087 0.5228,400

221

140

45

36

269

倍率

88

12

(1) スマートフォンを活用した小型船舶の衝突事故防止対策の強化

367

270

33(3) マラッカ・シンガポール海峡等航行安全対策

(2) 造船業における人材の確保・育成

海事分野における地域振興

20

10

35

110

    うち、海洋開発関連技術研究開発に対する支援

    うち、革新的な船舶省エネルギー技術開発による国際競争力の強化

55

110

(5) 海洋エネルギー活用・水素社会実現に向けた安全・環境対策

  　うち、海洋エネルギーの活用促進のための安全・環境対策

 倍　  率

 （Ａ／Ｂ）

1,275

811

２８年度

予 算 額

（Ａ）

２７年度

1.04

２．平成28年度予算総括表



   従来の船型開発・性能認証

試験水槽は慢性的に不足
船型開発が遅延

水槽による推進性能評価試験
（様々なケースで複数実施）

性能評価スタンダード化
（高性能船舶の｢見える化｣）

信頼性の高いCFDの実用化

海事産業のイノベーションの促進、
国際競争力の強化

新たな船型開発・性能認証

推進性能評価の一部にCFDを活用
（開発リードタイム短縮等）

検証・
改良

船舶の高度性能評価システムの構築

計測

＋

（１） 先進安全船舶の開発推進 ７０百万円（新規）

○ 目 的
船舶・舶用機器のインターネット化（IoT）やビッグデータ解析等を活用した、先進的な技術・シ

ステムの開発を後押しすることにより、船舶の安全性向上を図る。

○ 内 容

先進的な技術・システムを選定し、開発、信頼性（情報セキュリティを含む）・安全性に関する
検証に補助金を交付（１／２補助）

（２） 船舶の高度性能評価システムの構築 １３７百万円（新規）

○ 目 的

船舶の省エネ性能や静音性能に対する要求の高まりに対応するため、船舶設計開発から認証に至るプ
ロセスの高度化・効率化を図り、我が国海事産業のイノベーションを促進するとともに、高度な性能評価によ
る性能差の一層の｢見える化｣を推進し、国際競争力の強化を図る。

○ 内 容

船舶の推進性能を決定付ける実船まわりの水の流れ及び水中騒音を計測することにより、信頼性の高い
数値流体シミュレーション（高度CFD）を確立し、国際的な性能評価に係る認証スキームにおいて、高度CFD
を活用可能とする等の国際基準化を図る。
※CFD（Computational Fluid Dynamics、複雑な流体の動きや力を計算によって算出、可視化。）

１．海事産業のイノベーション推進

Ⅱ．テーマ別主要個別事項



(３) 海洋産業の戦略的振興のための総合対策
８１１百万円（前年度 ９６４百万円）

○ 目 的
拡大する世界の海洋開発市場を我が国経済に取り込み、成長エンジンの一つとするため、海洋

資源開発に関連する技術力を着実に高め、我が国の海洋産業の国際競争力を強化する。
○ 内 容

激化している海洋開発分野での競争に打ち勝つため、海洋資源開発関連技術の開発を支援す
るとともに、海洋資源開発の基盤となる技術者の育成システムを構築することにより、海洋産業の
振興を官民一体となって戦略的に実施する。

○専門カリキュラムの開発 ○挙動再現シミュレータプログラムの開発

○海外の大学等との連携体制の構築（インターンシップ等）

①海洋資源開発の基盤となる技術者の育成システムの構築に向けた環境整備を実施。

【１７０百万円】

○エネルギー需要の増加に伴い、海洋開発
市場は世界的に拡大

○海洋開発分野での競争が激化

○我が国海洋産業の国際競争力を強化する
ためには、

基盤となる技術者の育成
技術力の着実な向上

が必要

背景 課題

取組内容

海洋構造物設計学

海洋構造物の定点保持

②我が国海事産業がこれまで培った技術を今後成長が見込まれる海洋資源開発に展

開するため、海洋資源開発関連技術の開発を支援。

海洋資源開発関連技術（例）

生産貯蔵積出設備（FLNG）
浮体式液化天然ガス

生産貯蔵積出設備（FLNG） 掘削プラットフォーム
大水深海域対応型
掘削プラットフォーム

位置保持
システム

大水深掘削での
浮体安定性確保

環境対策
原油流出防止対策
（防噴装置二重化 等）

安全性向上

【３６７百万円 １／２補助】

安全
システム

荷役システム
（全体安全管理
システム 等）

LNG貯蔵
関連技術



革新的な省エネ技術開発による造船業の国際競争力を強化

プロペラ角
最適制御

低摩擦
船底塗料

次世代航海
運航システム

次世代の省エネ技術開発支援の一例

③船舶の省エネルギー技術開発支援を行うことにより、我が国海事産業の国際的な競

争力強化を後押しするとともに、国際海運からのCO2排出量50%削減を図る。
【２７０百万円 １／３補助】

船舶、船舶用機関、船舶用品等に係る革新的な船舶の省エネルギー技術開発を支援

土地等の制約を受けず低コスト・短期間で整備が可能な洋上LNG受入施設が世界的に増加、我が国においても導入
ニーズが上昇

海外では、発電設備等を有する洋上LNG受入施設のニーズが高まっており、当該市場は、圧倒的シェ アを持つLNG
船の運航の知見、高度な浮体技術により我が国が優位性を有する。

（４） 洋上ＬＮＧ受入施設の国内事業化
１１０百万円（前年度９７百万円）

○ 目 的

シェールガスの輸送等、ＬＮＧ輸送の増加に対応するため、新たなエネルギー輸送ルートにおける安
全かつ効率的な輸入を可能とする海上輸送・受入体制を確立することにより、クリーンで経済的なエ
ネルギーの安定的な供給を図る。
○ 内 容

米国シェールガスの輸送需要等に対応した大型で高い輸送効率を有する次世代の液化天然ガス
(LNG)運搬船、及びLNG需要の増加とともに国内ニーズが高まっている洋上LNG受入施設に係る調査、

安全基準の整備等を行う。

背 景



4

技術的検討項目
■ 海上大気中に含まれる塩分による燃料電池の性能損失等

に対する安全対策(塩害対策)
■ 船舶の動揺・衝撃による燃料電池及び周辺機器の破損等

(水素漏洩)に対する安全対策
■ 非常時（水素漏洩による爆発事故等）に対する安全対策 等

技術的検討項目
■ 係留技術（疲労破壊への対応）
■ 非常時対策（復原性・浮遊性の確保）
■ 油圧機器等からの油流出防止 等

安全・環境面の課題を整理し、ガイドラインを策定

・ 我が国は海洋エネルギーのポテンシャルが豊富
・ 実用化の前提となる安全・環境面での課題整理

取組内容

効果

クリーンで安定的なエネルギー供給
の実現に向け、新たな再生可能エネ
ルギーの活用を促進

海洋温度差
発電

潮流・海流
発電

波力
発電

水素燃料電池船の安全面に係る技術的課題を整理
し、その成果を踏まえてガイドラインを取りまとめる。

燃料電池船に係る安全ガイドライ
ンの策定により、実用化を促進

・従来の内燃機関に比べ、高い環境特性(ゼロエミッション)
・低振動・低騒音といった快適性

水素燃料電池船の優位性

取組内容

（５）－１ 海洋エネルギーの活用促進のための安全・環境対策
２０百万円 (前年度 ５４百万円)

○ 目 的
日本周辺の海洋エネルギー（波力、潮流、海洋温度差等）の豊富なポテンシャルを踏まえ、

浮体式等発電施設の実現により、海洋エネルギーの活用促進を図る。

○ 内 容

海洋エネルギー浮体式等発電施設の安全・環境対策について、係留技術や非常時対策等
の技術的検討を行い、安全・環境ガイドラインを策定する。

背景･課題

効果

（５）－２ 水素社会実現に向けた安全対策
３５百万円（前年度 ２０百万円）

○ 目 的
水素社会の実現に向け、燃料電池船の実用化を促進する。

○ 内 容

燃料電池船の安全ガイドライン策定のための調査を実施し、必要な環境整備を行う。

基礎実験

実船試験

安全ガイドラインの策定



 

 

 

 

  

（１）  海の日を活用した海事振興の推進  

１０百万円（新規） 

○ 目 的 

海洋基本法及び海洋基本計画に基づき、海洋に関する国民の理解と関心を喚起するため、「海の日」

や「海の月間」等の機会を通じて、多様な取組みを産学官等で連携・協力の下で実施することにより、より

一層、海に対する国民の理解と関心を図る。 

○ 内 容 

海事振興のための本省における体制整備、民間関係団体・関係行政機関との連携強化を図りなが

ら、「海の日」や「海の月間」等における中央行事や各地域での行事を実施することにより、「海の

日」本来の意義の浸透に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．海事分野における地域振興 

 

・「海の日」中央行事としての国際シンポジウム開催等 

・各地域における「海の日」の中核となるシンポジウムの 

開催等 

「海の日」中央行事（イメージ） 

「海の日」行事の概要 

 

〔

 

民間等実施 
国

 

 フェスティバル 

（海事関係団体） 

 見学会・乗船会 

（海事関係団体） 

 ボランティア活動 

（海事関係団体） 

（例）海岸清掃 

 記念コンサート 

（海事関係団体） 

 祝賀会 

（海事関係団体） 

「海の日」の中核となる事業 

（国主催） 

国際シンポジウム 

 
「海の日」の中核となる事業 

（運輸局主催） 

シンポジウム等 

 

 
「海の日」の中核となる事業 

（運輸局主催） 

シンポジウム等 

 

〔イメージ〕 

マリンスポーツ体験 

（海事関係団体） 

（例）ヨット体験試乗会 























＜関連事項＞
（１）離島航路の確保維持等による地域の活性化

【 （ ）】地域公共交通確保維持改善事業 関連施策 総合政策局
２２，８７２百万円の内数（前年度29,009百万円の内数）

＜Ｈ２７補正 ４，８８０百万円の内数＞

・地域公共交通活性化再生法を踏まえ、地域の公共交通ネットワークの再構築に向けた
取組みを支援する。

＜主な内容＞
１．地域の特性に応じた生活交通の確保維持
・過疎地域等におけるバス、デマンドタクシーの運行
・バス車両の更新等
・離島航路・航空路の運航

２．快適で安全な公共交通の構築
・鉄道駅におけるホームドアの整備、ノンステップバスの導入等
・ＬＲＴ・ＢＲＴ の整備（※）

（※）ＬＲＴ（Light Rail Transit ：低床式路面電車による幹線的な交通システム）

ＢＲＴ（Bus Rapid Transit ：連節バス、バスレーン等を組み合わせた幹線的な交通システム）

・地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

３．地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定の後押し
・地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通網形成計画等の策定に係る調査
・地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通再編実施計画の策定に係る調査

４．地域公共交通ネットワーク再編の促進
国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画に基づく以下の事業について、まちづ
くり支援とも連携し、重点的に支援
・地方路線バスの利便性向上、運航効率化等のためのバス路線の再編やデマンド型
等の多様なサービスの導入

・ＬＲＴ・ＢＲＴの高度化
・地域鉄道の上下分離等

【関連事項】財政投融資による支援制度
・財政投融資の活用を図ることで、支援策を多様化し、地域の実情に即した
地域公共交通ネットワークの再構築の取組みを後押しする仕組みの充実を図る。
（産業投資１２億円）

注）上記のほか、東日本大震災からの復興加速に係る経費（復興庁予算１，４８７百万円）がある。ま

た、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業において、駅のエレベーター整備や交通系ICカード

の導入など、観光振興にも資する二次交通の利用環境改善を引き続き支援する（観光庁予算８０億円

の内数 。）

（２）内航海運の活性化
内航海運暫定措置事業等の着実な実施

政府保証契約の限度額の設定 ３０６億円（前年度３６９億円）
（内航海運暫定措置事業 ２９０億円、内航海運老齢船処理事業 １６億円）

、 。・内航海運の活性化を図るため 内航海運暫定措置事業等を円滑かつ着実に実施する
＜内 容＞
内航海運暫定措置事業等の実施に必要な資金について政府保証を行う。



（３）船舶共有建造制度による代替建造の促進

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構の船舶共有建造制度による代替建造の促進

財政投融資計画額 １８７億円（前年度 ２８４億円）

・船舶共有建造制度により、政策意義の高い船舶の建造を支援する。

＜内 容＞

中小企業が大半である内航海運事業者に対し、内航海運のグリーン化に資する船舶

や離島航路に就航する船舶等の建造に必要な低利・長期の資金を供給する。

機構の技術支援

造船所

持分譲渡

機構持分
最大 70～90％

事業者持分
10～30％

船舶使用料支払い

発
注
・

支
払
い

共
有

機
構

共同建造契約

共
有
期
間

期
間
後

共 有 建 造 制 度 の ス キ ー ム

事
業
者

事
業
者

事
業
者

機
構

機
構

決
定
～
竣
工

②船舶建造中の工事監督

③共有期間中の船舶のメンテナンスサポート

①船舶の設計の審査



 

（４）東日本大震災により被災した中小造船業等の復興支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）イラン産原油を輸送するタンカーの運航支援 

 

○特定保険者交付金交付契約の締結 

                                       特定保険者交付金限度額：１７兆８２８５億円 

 

・イラン産原油を輸送するタンカーの運航を確保するため、特定保険者交付金交付契約の締結を行う。 

＜内 容＞ 

ＥＵ等による対イラン措置により再保険を受けられないイラン産原油を輸送するタンカーについて、再

保険相当額を保険者に対し政府が交付する契約を締結するための前提となる限度額を設定する。 

 

造船業等復興支援事業                   

平成２５年度で設置した基金額 １５,９０４百万円    

（基金による平成２８年度までの継続事業）                          

○ 目 的 

東日本大震災津波被災地域における造船所の復興と経営基盤の強化の両立を図り、被災

地の復興を加速させる。 

○ 内 容 

被災した造船事業者等が経営基盤の強化のために造船所の施設を集約化するに当たり、

必要となる経費の一部を支援する。 

制度概要                           

対 象 主 体：主として漁船の建造又は修繕を行う造船関連中小企業者等からなる協同組合 

等 

対 象 施 設：事業者により共有される建造・修繕施設 等 

対 象 経 費：調査設計費、施設費、移転費 等 

補 助 率：２／３以内 

申 請 期 間：平成２６年度末まで 

事業実施期間：平成２８年度末まで 

交付決定案件 （８件１７造船事業者） 

 

 

 

岩手県大船渡市 

〃 

宮城県気仙沼市 

合同会社大船渡ドックケミカル 

合同会社コーシンケミカルシステム 

株式会社みらい造船所 

 宮城県南三陸町 株式会社南三陸造船鉄工 

 宮城県石巻市 

〃 

〃 

〃 

マリン遠山合同会社 

佐藤造船所・及川電機合同会社 

鈴木造船所・海洋技研合同会社 

株式会社聖人堀鉄工所 

事業スキーム 

補助率2/3 

 
造船関連 

組合等 
国 

(公財)日本財団 

基 金 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


